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独立行政法人 医薬品医療機器総合機構の概要

１．設立目的
医薬品の副作用や生物由来製品を介した感染等による健康被害に対して、迅

速な救済を図り（健康被害救済 、医薬品や医療機器などの品質、有効性及び安）
、 （ ）、全性について 治験前から承認までを一貫した体制で指導・審査し 承認審査

市販後における安全性に関する情報の収集、分析、提供を行う（安全対策）こ
とを通じて、国民保健の向上に貢献すること。

２．設立時期 平成１６年４月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）
役 員 ６名（理事長１名、理事（技監）１名、理事２名、監事２名

(うち非常勤１名 ））
職 員 ７０２名
（参考）第二期中期計画上の常勤職員は、

第二期中期目標期間期初 ６９５人
平成２５年度末 ７５１人（上限）

４．業務概要
（１）健康被害救済業務

① 医薬品副作用被害救済業務
② 生物由来製品感染等被害救済業務

（２）審査等業務
① 医薬品・医療機器に関する審査関連業務を一体的に実施

（３）安全対策業務
① 医薬品副作用等報告の収集・整理
② 安全性情報提供業務

５．その他（新医薬品・医療機器の承認状況等）

（）内：総審査期間の
目標値

平成２０
年度

平成２１
年度
（11月）

平成２２
年度
（10月）

平成２３
年度
（9月）

総審査期間 １５．４月 １１．９月 ９．２月 ６．５月

うち行政側期間 ７．３月 ３．６月 ４．９月 ４．２月

うち申請者側期間 ６．８月 ６．４月 ３．４月 ２．０月

承認件数 ２４ １５ ２０ ５０

（）内：総審査期間の
目標値

平成２０
年度

平成２１
年度
（19月）

平成２２
年度
（16月）

平成２３
年度
（12月）

総審査期間 ２２．０月 １９．２月 １４．７月 １１．５月

うち行政側期間 １１．３月 １０．５月 ７．６月 ６．３月

うち申請者側期間 ７．４月 ６．７月 ６．４月 ５．１月

承認件数 ５３ ９２ ９２ ８０

新医薬品（優先品目）

新医薬品（通常品目）

新医療機器（優先品目・新規承認）

（）内：総審査期間の
目標値

平成２０
年度

平成２１
年度
（16月）

平成２２
年度
（16月）

平成２３
年度
（15月）

総審査期間 １６．１月 １３．９月 １５．１月 １５．０月

うち行政側期間 ２．６月 ６．０月 ５．３月 ６．２月

うち申請者側期間 － ７．７月 １０．７月 ８．９月

承認件数 ３ ３ ３ ２

新医療機器（通常品目・新規承認）

（）内：総審査期間の
目標値

平成２０
年度

平成２１
年度
（21月）

平成２２
年度
（21月）

平成２３
年度
（20月）

総審査期間 ２１．３月 １９．３月 ２０．５月 １６．８月

うち行政側期間 ９．８月 ７．８月 ８．２月 ８．２月

うち申請者側期間 － ８．５月 １２．１月 ６．９月

承認件数 ６ ２１ １０ １２

※・数値は平成１６年度以降申請分の中央値。
・米国FDAの平成21年の総審査期間は13.0ヶ月である。

※・数値は平成１６年度以降申請分の中央値。

・米国FDAの平成17年度の総審査期間は14.5ヶ月である。
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独立行政法人 福祉医療機構の概要

１．設立目的

社会福祉事業施設及び病院、診療所等の設置等に必要な資金の融通並びにこ
れら施設に関する経営指導、社会福祉事業に関する必要な助成、社会福祉施設
職員等退職手当共済制度の運営、心身障害者扶養保険事業等を行い、もって福
祉の増進並びに医療の普及及び向上を図ることを目的とする。
また、厚生年金保険制度、国民年金制度及び労働者災害補償保険制度に基づ

き支給される年金たる給付の受給権を担保として小口の資金の貸付けを行うこ
とを目的とする。

２．設 立 平成１５年１０月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）

役 員・・・ ６名（理事長、理事３名、監事２名）
職 員・・・２５３名

４．事業概要

（１）福祉貸付事業
社会福祉事業施設を設置する場合等に必要な資金を融資する事業

（２）医療貸付事業
病院、介護老人保健施設を設置する場合等に必要な資金を融資する事業

（３）福祉医療経営指導事業
社会福祉事業施設の設置者、病院等の開設者等に対し、経営診断・指導を

行う事業

（４）福祉保健医療情報サービス事業
福祉、保健、医療、介護保険に関する各種情報の提供等（WAM NET等）を行

う事業

（５）社会福祉振興助成事業
高齢者・障害者の生活や子どもたちの成長を支援すること等を目的として

民間の創意工夫ある活動や地域に密着したきめ細かな活動等に対し、資金助
成を行う事業

（６）退職手当共済事業
社会福祉施設の職員等が退職した場合に、退職手当金を支給する事業

（７）心身障害者扶養保険事業
地方公共団体で実施している心身障害者扶養共済制度で、その地方公共団

体が加入者に対して負う共済責任を全国規模で保険する事業

（８）年金担保貸付事業
厚生年金等の年金受給者に対し、年金受給権を担保にした医療・介護等の

小口資金を融資する事業

（９）労災年金担保貸付事業
労災年金受給者に対し、年金受給権を担保にした医療・介護等の小口資金

を融資する事業

（10）承継年金住宅融資等債権管理回収業務
年金住宅融資等にかかる既往貸付債権の管理・回収業務

（11）承継教育資金貸付けあっせん業務（平成２０年度から休止）
年金被保険者に対して、日本政策金融公庫等が行う子弟の教育費のための

融資をあっせんする業務
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独立行政法人 国立重度知的障害者総合施設のぞみの園の概要

１．設立目的
独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園（以下「国立のぞみ

の園」という。）は、重度の知的障害者に対する自立のための先導的かつ総合的
な支援の提供、知的障害者の支援に関する調査及び研究等を行うことにより、
知的障害者の福祉の向上を図ることを目的とする。

２．設立時期 平成１５年１０月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）
役 員 ４名（理事長１名、理事１名、監事２名（非常勤））
職 員 ２２３名

４．業務概要
（１）重度の知的障害者に対する自立のための総合施設の設置・運営
（２）知的障害者の自立と社会参加に関する調査、研究及び情報提供
（３）知的障害者の支援業務に従事する者の養成及び研修
（４）障害者支援施設の求めに応じた援助及び助言
（５）附帯業務

５．その他（第三期中期目標（抄））
第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

通則法第２９条第２項第３号の国民に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のとおりとする。

１ 自立支援のための取組み
（１）重度知的障害者のモデル的な支援を行うことにより、施設入所利用者の
地域への移行を引き続き推進していくこと等により施設入所利用者数につ
いて、第２期中期目標終了時（平成２５年３月３１日）と比較して、１６％縮減
すること。

（２）高齢の施設入所利用者に対する専門性の高い支援を実践すること。
特に、認知症を発症した者、機能低下の著しい者及び医療的ケアの必要

な者に対する専門性の高い支援を実践すること。
（３）今後の新たな施設入所利用者の受入

下記の①と②の者に特化したものとする。
① 著しい行動障害等を有する者や精神科病院に社会的入院等をしている
知的障害者を受け入れることとし、有期限のモデル的支援として取り組む
こと。

② 福祉の支援を必要とする矯正施設を退所した知的障害者を受け入れる
こととし、有期限のモデル的支援として取り組むこと。
なお、実施に当たっては、特に法務関係機関と連携･協力を図ること。

（４）発達障害児・者支援のニーズに的確に対応するため、就学前から成人ま
で切れ目なく支援するための体制を整備して、新たな事業に取り組むこと。

（５）平成２５年４月から施行される障害者の日常生活及び社会生活を総合的
に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下、「障害者総合支
援法」という。）に基づく、のぞみの園が実施する重度知的障害者へのモデ
ル的支援事業については、審議会等での議論を踏まえて、今後、その取組
内容等や支援対象者について具体的に指示するものとすること。
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（ ６ ）上記（１ ）から（５ ）までの重度知的障害者等に対する自立のための先導
的かつ総合的な支援を行うことにより、サービスモデル等を構築し、他の障
害者支援施設・事業所で活用ができるようその普及に取り組むこと。

（国立のぞみの園の施設利用者の状況）
※ 独立行政法人移行時（平成15年10月1日時点）の在籍者は、499人

年度末現在 在籍者(平均)

在籍者数(人) 年齢(歳) 在籍年数(年)

１５年度 ４９６ ５３．７ ２８．６

１６年度 ４８３ ５４．７ ２９．６

１７年度 ４７３ ５５．７ ３０．６

１８年度 ４５３ ５６．６ ３１．５

１９年度 ４２５ ５７．６ ３２．４

２０年度 ３９５ ５８．６ ３３．３

２１年度 ３７１ ５９．１ ３３．９

２２年度 ３４２ ５９．６ ３４．７

２３年度 ３１４ ６０．１ ３５．７

２４年度 ２９２ ６１．０ ３６．７
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独立行政法人国立重度知的障害者総合施設
国立のぞみの園の概要について

重度の知的障害者に対する自立のための先導的かつ総合的な
支援の提供、知的障害者の支援に関する調査・研究等を行うこ
とにより知的障害者の福祉の向上を図る

のぞみの園 地 域

重度の知的障害者に対する自立
のための先導的かつ総合的な支
援の提供

地域の知的障害
者、発達障害児
・者

地域移行

知的障害者
施設職員等

養成・研修
（２５年度予定の主なテーマ）

○強度行動障害支援技術者養成研修

○福祉のサービス必要とする罪を犯した知的障害者
等の地域生活支援を行う施設職員等研修会

○支援者養成現任コース研修

・高齢知的障害者支援コース 等

現任訓練等

調査・研究
のぞみの園のフィールドを活用して、障害者福祉施
策の動向や社会的ニーズ等を踏まえた課題につい
て調査・研究を実施

知的障害者施設等

情報発信

通所等

入所支援入所支援
○施設入所支援
○地域生活体験ホーム
○自活訓練ホーム

地域支援（通所等）
○短期入所、日中一時支援
○就労支援

○児童発達支援（未就学時を対象
に集団生活への適応訓練を実施）
○放課後等デイサービス（小学生
から高校生を対象に必要な訓練
等を実施）

○重度知的障害者

○矯正施設退所知
的障害者

○著しい行動障害
を有する者

共同生活介護（ケ
アホーム）等
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